
意思決定の迅速化と業務運営の効率化を図るため、 

CEO兼社長およびCEO兼社長が指名する執行役員また

は部長により構成される経営会議を原則として毎週1回開

催し、当社グループの経営の基本政策、経営方針、経営計

画にかかわる事項ならびに各部門の重要な執行案件につ

いて、審議および方向付けを行い、または報告を受けてお

ります。

CEO兼社長およびCEO兼社長が指名する執行役員に

より構成される経営課題会議を原則として毎月1回開催

し、当社グループの経営の基本政策および経営方針にか

かわる事項ならびに個別案件の背景にある基本方針、事

監査役会は、社外監査役2名を含む3名の監査役によっ

て構成され原則毎月1回報告、協議、決議を行いました。

（1） 監査役監査

監査役は、監査役監査基準に基づき取締役会のほか経

営会議等の重要な会議に出席し、重要な意思決定の過程

および業務の執行状況の把握に努めるとともに、会計監

業戦略の変更について、前広な議論あるいは情報・課題

認識共有により方向性の討議を行い、取締役会、経営会議

の審議に反映させております。

CEO兼社長および全執行役員により構成される役員会

議を開催し、経営の状況および課題の周知徹底を図って

います。なお、常勤監査役も出席しております。

査人ならびに取締役および使用人から報告を受け、審議

のうえ監査意見を形成いたしました。

（2） 内部監査

JSRではJSRグループの内部統制システムの実効性の

向上を目的に、「経営監査室」を設置し、当社グループ各社

を対象として、コンプライアンス監査および業務監査等の

内部監査を定期的に実施し、その結果を取締役、関連部

門、監査役等に報告しています。

（3） 会計監査

監査役は会計監査人と緊密な連携を保ち、会計監査人

の監査計画の聴取や監査結果の報告を受けるだけでな

く、期中においても必要な情報交換、意見交換を行ってい

ます。

JSRグループは、企業理念に立脚してさまざまなステー

クホルダーと良好な関係を築き、信頼され必要とされる企

業となるため、企業活動を通じた価値創造により、すべて

のステークホルダーに貢献するサステナビリティ活動を推

進する目的で「サステナビリティ推進会議」を設置していま

す。サステナビリティ推進会議のもとには、「サステナビリ

ティ委員会」、「環境安全品質委員会」、「リスク管理委員

会」、「企業倫理委員会」の4つの委員会を設置しています。

ガバナンス体制

取締役会

経営会議

経営課題会議

JSRはグローバル企業として企業グループの競争優位

性を保つためにグローバルに優れ、かつ多様性のある経

営人財を育成、採用を図り、株主の皆さまとの利益を共有

するために役員に対して短期、中長期のインセンティブを

設定し、透明性を保ちつつ、経営戦略および事業戦略の確

実な実行を目指す報酬基本方針を設定しています。

取締役の個人別の報酬等の決定方針や報酬制度、個別

の報酬額等は、取締役会にて審議・決定を行います。取締

役会の審議・決定に際しての独立性・客観性を確保すると

ともに取締役会の監督機能と説明責任を果たす能力を強

化すべく、報酬諮問委員会を取締役会の諮問機関として

設置しています。

報酬諮問委員会は、取締役会の諮問に応じて、以下の

対象者の報酬と項目について審議し、取締役会に対して答

申または監査役会に対して助言を行います。

当社の報酬諮問委員会の構成は、委員3名以上で構成

し、その過半数は独立社外取締役で構成することとしてい

ます。報酬諮問委員会の委員長は、独立性・客観性と説明

責任を果たす能力の強化の観点から実効的な委員会運営

を図るべく、取締役会の決議により、独立社外取締役であ

る委員の中から選定することとしています。また、報酬諮

問委員会には、外部の報酬コンサルタントおよび事務局が

オブザーバーとして参加しています。

コーポレート・ガバナンス

基本的な考え方

JSRグループは、企業理念「Materials Innovation―
マテリアルを通じて価値を創造し、人間社会（人・社
会・環境）に貢献します。―」を着実に実現しうる企業
として、経営の効率化と透明性・健全性の維持により
継続的に企業価値を創造し、すべてのステークホル
ダーから信頼され、満足される魅力ある企業の実現を
目指しています。JSRは、監査役設置会社として、取締
役会と監査役による業務執行の監視・監督を行う制度
を基礎としつつ、報酬諮問委員会・指名諮問委員会の
設置等の施策により、経営監督機能を強化し、経営の
透明性・健全性を維持するとともに、中長期の企業価
値向上に向けての意思決定や業務執行の迅速化、効
率化に継続的に努めています。

当社は、経営監督機能を強化し経営の透明性・健全性

を維持するとともに、中長期の企業価値向上に向けての

意思決定や業務執行の迅速化、効率化を実現すべく、独

立社外取締役の選任、指名・報酬諮問委員会の設置、取締

役会実効性評価等の取り組みを行ってきました。2021年

度には役員報酬制度の健全性を確保することを目的とし

て一定の事由が生じた場合にインセンティブ報酬の全部

または一部を返還させるまたは没収するマルス・クロー

バック条項を導入するなど、継続してガバナンスの強化に

取り組んでいます。

取締役会は経営戦略の方向付けを行い、重要な意思決

定を行うとともに、取締役および執行役員の職務の執行を

監督しています。2023年度は独立社外監査役2名を含む

監査役 3名全員が出席し、意見陳述を行いました。

ガバナンス強化の変遷

※2024年6月27日開催の第79回定時株主総会以降、独立社外取締役および独立社外監査役は選任しておりません。
※2024年6月27日開催の第79回定時株主総会以降、監査役会は設置しておりません。

・ JICC-02株式会社による当社株式等への公開買付け
・ 当社グローバル統括機能強化のための北米統括会社の
機能・権限の当社への移管

・ ヤマナカヒューテック株式会社の完全子会社化
・ サステナビリティ戦略の高度化に向けた取り組み
・ 各事業の進捗状況報告および中長期戦略レビュー

　　　　　など

取締役会の審議事項（2023年度）

※2023年度実績。2024年度の体制についてはこちらをご覧ください。
　https://www.jsr.co.jp/company/governance.html

https://www.jsr.co.jp/company/governance.html
詳細は、下記Webサイトをご参照ください。
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2024年6月27日開催の第79回定時株主総会以降、ガバナンス体制が2023年度から一部変更となっております。ここでは2023年度の状況の概要をご説明いたします。
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コーポレート・ガバナンス体制図（2023年6月16日現在）
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業務執行部門

意思決定の迅速化と業務運営の効率化を図るため、 

CEO兼社長およびCEO兼社長が指名する執行役員また

は部長により構成される経営会議を原則として毎週1回開

催し、当社グループの経営の基本政策、経営方針、経営計

画にかかわる事項ならびに各部門の重要な執行案件につ

いて、審議および方向付けを行い、または報告を受けてお

ります。

CEO兼社長およびCEO兼社長が指名する執行役員に

より構成される経営課題会議を原則として毎月1回開催

し、当社グループの経営の基本政策および経営方針にか

かわる事項ならびに個別案件の背景にある基本方針、事

監査役会は、社外監査役2名を含む3名の監査役によっ

て構成され原則毎月1回報告、協議、決議を行いました。

（1） 監査役監査

監査役は、監査役監査基準に基づき取締役会のほか経

営会議等の重要な会議に出席し、重要な意思決定の過程

および業務の執行状況の把握に努めるとともに、会計監

業戦略の変更について、前広な議論あるいは情報・課題

認識共有により方向性の討議を行い、取締役会、経営会議

の審議に反映させております。

CEO兼社長および全執行役員により構成される役員会

議を開催し、経営の状況および課題の周知徹底を図って

います。なお、常勤監査役も出席しております。

査人ならびに取締役および使用人から報告を受け、審議

のうえ監査意見を形成いたしました。

（2） 内部監査

JSRではJSRグループの内部統制システムの実効性の

向上を目的に、「経営監査室」を設置し、当社グループ各社

を対象として、コンプライアンス監査および業務監査等の

内部監査を定期的に実施し、その結果を取締役、関連部

門、監査役等に報告しています。

（3） 会計監査

監査役は会計監査人と緊密な連携を保ち、会計監査人

の監査計画の聴取や監査結果の報告を受けるだけでな

く、期中においても必要な情報交換、意見交換を行ってい

ます。

JSRグループは、企業理念に立脚してさまざまなステー

クホルダーと良好な関係を築き、信頼され必要とされる企

業となるため、企業活動を通じた価値創造により、すべて

のステークホルダーに貢献するサステナビリティ活動を推

進する目的で「サステナビリティ推進会議」を設置していま

す。サステナビリティ推進会議のもとには、「サステナビリ

ティ委員会」、「環境安全品質委員会」、「リスク管理委員

会」、「企業倫理委員会」の4つの委員会を設置しています。

役員会議 監査役監査および内部監査、会計監査の状況

監査役会および監査役
JSRはグローバル企業として企業グループの競争優位

性を保つためにグローバルに優れ、かつ多様性のある経

営人財を育成、採用を図り、株主の皆さまとの利益を共有

するために役員に対して短期、中長期のインセンティブを

設定し、透明性を保ちつつ、経営戦略および事業戦略の確

実な実行を目指す報酬基本方針を設定しています。

取締役の個人別の報酬等の決定方針や報酬制度、個別

の報酬額等は、取締役会にて審議・決定を行います。取締

役会の審議・決定に際しての独立性・客観性を確保すると

ともに取締役会の監督機能と説明責任を果たす能力を強

化すべく、報酬諮問委員会を取締役会の諮問機関として

設置しています。

報酬諮問委員会は、取締役会の諮問に応じて、以下の

対象者の報酬と項目について審議し、取締役会に対して答

申または監査役会に対して助言を行います。

当社の報酬諮問委員会の構成は、委員3名以上で構成

し、その過半数は独立社外取締役で構成することとしてい

ます。報酬諮問委員会の委員長は、独立性・客観性と説明

責任を果たす能力の強化の観点から実効的な委員会運営

を図るべく、取締役会の決議により、独立社外取締役であ

る委員の中から選定することとしています。また、報酬諮

問委員会には、外部の報酬コンサルタントおよび事務局が

オブザーバーとして参加しています。

サステナビリティ推進会議

当社は、経営監督機能を強化し経営の透明性・健全性

を維持するとともに、中長期の企業価値向上に向けての

意思決定や業務執行の迅速化、効率化を実現すべく、独

立社外取締役の選任、指名・報酬諮問委員会の設置、取締

役会実効性評価等の取り組みを行ってきました。2021年

度には役員報酬制度の健全性を確保することを目的とし

て一定の事由が生じた場合にインセンティブ報酬の全部

または一部を返還させるまたは没収するマルス・クロー

バック条項を導入するなど、継続してガバナンスの強化に

取り組んでいます。

取締役会は経営戦略の方向付けを行い、重要な意思決

定を行うとともに、取締役および執行役員の職務の執行を

監督しています。2023年度は独立社外監査役2名を含む

監査役 3名全員が出席し、意見陳述を行いました。

※2024年6月27日開催の第79回定時株主総会以降、独立社外取締役および独立社外監査役は選任しておりません。
※2024年6月27日開催の第79回定時株主総会以降、監査役会は設置しておりません。

こちらは23年度実績としてのガバナンス体制図です。
2024年6月27日からの体制図はHPの以下ページよりご覧ください。
https://www.jsr.co.jp/company/governance.html
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営人財を育成、採用を図り、株主の皆さまとの利益を共有

するために役員に対して短期、中長期のインセンティブを

設定し、透明性を保ちつつ、経営戦略および事業戦略の確

実な実行を目指す報酬基本方針を設定しています。

取締役の個人別の報酬等の決定方針や報酬制度、個別

の報酬額等は、取締役会にて審議・決定を行います。取締

役会の審議・決定に際しての独立性・客観性を確保すると

ともに取締役会の監督機能と説明責任を果たす能力を強

化すべく、報酬諮問委員会を取締役会の諮問機関として

設置しています。

報酬諮問委員会は、取締役会の諮問に応じて、以下の

対象者の報酬と項目について審議し、取締役会に対して答

申または監査役会に対して助言を行います。

当社の報酬諮問委員会の構成は、委員3名以上で構成

し、その過半数は独立社外取締役で構成することとしてい

ます。報酬諮問委員会の委員長は、独立性・客観性と説明

責任を果たす能力の強化の観点から実効的な委員会運営

を図るべく、取締役会の決議により、独立社外取締役であ

る委員の中から選定することとしています。また、報酬諮

問委員会には、外部の報酬コンサルタントおよび事務局が

オブザーバーとして参加しています。

（1） 競争優位の構築と向上のため、また、グロ－バル経営のさら
なる推進のため、国籍を問わず多様で優秀な人財を引き付
け、確保し、報奨することができる報酬制度であること。

（2） 当社の持続的発展を目指した経営戦略上の業務目標達成を
動機付けるため、その達成に向け、健全な企業家精神の発揮
を経営者にもたらすものであること。

（3） 在任中の株式保有の強化を通じて株主の皆さまと当社役員
の利益を積極的に共有することにより、中長期的な企業価値
の向上を促進する報酬制度であること。

役員報酬

対象者：社内取締役（代表取締役および役付取締役を含む）、社
外取締役、監査役、執行役員、相談役、顧問、エグゼクティ
ブ・アドバイザー、その他重要な使用人

審議項目：報酬方針の策定、報酬制度の設計、業績目標の設定、
インセンティブ報酬の合理性、報酬水準・ミックスの妥
当性、報酬制度に基づく各役位の報酬額の決定等

当社は、経営監督機能を強化し経営の透明性・健全性

を維持するとともに、中長期の企業価値向上に向けての

意思決定や業務執行の迅速化、効率化を実現すべく、独

立社外取締役の選任、指名・報酬諮問委員会の設置、取締

役会実効性評価等の取り組みを行ってきました。2021年

度には役員報酬制度の健全性を確保することを目的とし

て一定の事由が生じた場合にインセンティブ報酬の全部

または一部を返還させるまたは没収するマルス・クロー

バック条項を導入するなど、継続してガバナンスの強化に

取り組んでいます。

取締役会は経営戦略の方向付けを行い、重要な意思決

定を行うとともに、取締役および執行役員の職務の執行を

監督しています。2023年度は独立社外監査役2名を含む

監査役 3名全員が出席し、意見陳述を行いました。

報酬ガバナンス

報酬の基本方針

報酬等の決定プロセス

報酬諮問委員会の審議・答申事項

報酬諮問委員会の構成・委員長の属性

CEO兼社長を含む取締役の解任が必要な事由が生じ

たと指名諮問委員会が判断した場合は、適時に審議を行

い、その結果を取締役会に報告します。CEO兼社長の解

任について審議する際には社外取締役のみで議論をする

機会を設けるなど、審議の透明性を確保しています。上述

の年間経営活動報告提出を起点として、CEO兼社長の業

績、パフォーマンス評価、経営の置かれた状況、経済見通

し等に基づき、毎年、CEO兼社長の選解任や任期を判断

します。

候補者の指名に際しては、経営上の重要な意思決定お

よび業務執行の監督を適切かつ機動的に行うため、取締

役会として必要な知識・経験・能力の多様性および規模の

バランスを確保することを基本とし、心身ともに健康で、

優れた人格と人望、高い見識と倫理観を有する者を選任し

ています。

JSRは2015年度に指名諮問委員会を設置しました。

JSRでは役員選任の方針と手続きの透明性を確保するた

め、メンバーの過半数を独立社外取締役で構成し、独立社

外取締役が委員長を務める指名諮問委員会を設置してい

ます。指名諮問委員会では、取締役会に必要な知識・経験・

能力等の多様性と規模の基準および役員選任の基準と手

続きならびに取締役、役付執行役員（上席執行役員含む）

および監査役候補者について審議し、取締役会に報告し

ています。

また、CEO兼社長は、指名諮問委員会に広範な戦略的

経営活動を含めて年間経営活動報告を提出します。指名

諮問委員会は報告に基づき、CEO兼社長の業績および

パフォーマンスを評価し、経営の品質改善の要否を進言

します。

経営体制の継承と評価（指名諮問委員会の取り組み）

※2024年6月27日開催の第79回定時株主総会以降、独立社外取締役および独立社外監査役は選任しておりません。
※2024年6月27日開催の第79回定時株主総会以降、監査役会は設置しておりません。

指名諮問委員会
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CEO兼社長を含む取締役の解任が必要な事由が生じ

たと指名諮問委員会が判断した場合は、適時に審議を行

い、その結果を取締役会に報告します。CEO兼社長の解

任について審議する際には社外取締役のみで議論をする

機会を設けるなど、審議の透明性を確保しています。上述

の年間経営活動報告提出を起点として、CEO兼社長の業

績、パフォーマンス評価、経営の置かれた状況、経済見通

し等に基づき、毎年、CEO兼社長の選解任や任期を判断

します。

候補者の指名に際しては、経営上の重要な意思決定お

よび業務執行の監督を適切かつ機動的に行うため、取締

役会として必要な知識・経験・能力の多様性および規模の

バランスを確保することを基本とし、心身ともに健康で、

優れた人格と人望、高い見識と倫理観を有する者を選任し

ています。

取締役の解任

JSRは2015年度に指名諮問委員会を設置しました。

JSRでは役員選任の方針と手続きの透明性を確保するた

め、メンバーの過半数を独立社外取締役で構成し、独立社

外取締役が委員長を務める指名諮問委員会を設置してい

ます。指名諮問委員会では、取締役会に必要な知識・経験・

能力等の多様性と規模の基準および役員選任の基準と手

続きならびに取締役、役付執行役員（上席執行役員含む）

および監査役候補者について審議し、取締役会に報告し

ています。

また、CEO兼社長は、指名諮問委員会に広範な戦略的

経営活動を含めて年間経営活動報告を提出します。指名

諮問委員会は報告に基づき、CEO兼社長の業績および

パフォーマンスを評価し、経営の品質改善の要否を進言

します。

取締役候補者の選任基準

　会社法等の法令や定款・社内諸規程等に基づき、取締

役の意思決定の過程、業務執行状況を監査し、経営の透

明性と健全性を確保するという観点から、心身ともに健康

で、優れた人格と人望、高い見識と倫理観を有する者の中

から、監査に必要となる豊富な経験と高度な専門知識を

有する者を選任することとしています。

監査役候補者の選任基準

※2024年6月27日開催の第79回定時株主総会以降、独立社外取締役および独立社外監査役は選任しておりません。
※2024年6月27日開催の第79回定時株主総会以降、監査役会は設置しておりません。

　新任執行役員に対し、将来の取締役候補者としての観

点から、新任取締役向けの社外講習会等に参加する機会

を提供しています。新任の取締役および監査役に対し、 

JSRの事業への理解を深めるための導入教育や工場・研

究所の見学等を実施しています。また、取締役会開催時に

は、当社の事業に関連の深いテーマを「特定テーマ」とし

て取り上げて意見交換を行う機会を設け、当社の事業課

題等についての理解のみならず、他の取締役や監査役と

の意思疎通を深める機会を提供しています。さらに、株主

総会開催前に定期的に、外部講師によるコーポレート・ガ

バナンスおよび法改正状況等を振り返る研修を徹底して

います。

　CEO兼社長の後継者については、複数の後継者候補に

対し、必要なスキルを獲得するためのトレーニングやリー

ダーシップ向上のためのコーチングを実施し、指名諮問委

員会が後継者候補と面談を行い候補者選定に携わるな

ど、客観性・透明性のある手続きにより、計画的に育成・選

定しています。

取締役・監査役に対するトレーニング方針
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社外役員の主な活動状況（2023年度）

主な活動状況氏名

当期開催の取締役会16回のうち16回に出席し、総合商社として国際的な事業を営む会社の経営経験、CFOとしての財務・経理に関する豊富な経験および会社から
独立した社外の視点を取締役会での重要な意思決定および職務執行の監督ならびにコーポレート・ガバナンスの強化に活かし、経営判断の合理性および経営の透明
性・健全性の確保を通じて企業価値の継続的な向上に貢献いただいております。また、報酬諮問委員会の委員長を務め役員報酬体系の合理性と透明性の確保に努め
るとともに、指名諮問委員会の委員長として当社グループの経営体制の継承計画について客観的かつ長期的な視点から検討を行っていただきました。

当期開催の取締役会16回のうち16回に出席し、医療用医薬品において国際的な事業を営む企業の経営を通じての豊富な経験および会社から独立した社外の視点
を取締役会での重要な意思決定および職務執行の監督ならびにコーポレート・ガバナンスの強化に活かし、経営判断の合理性、経営の透明性、健全性の確保を通じて
企業価値の継続的な向上に貢献いただいております。また、報酬諮問委員会の委員を務め役員報酬体系の合理性と透明性の確保に努めるとともに、指名諮問委員会
の委員として当社グループの経営体制の継承計画について客観的かつ長期的な視点から検討を行っていただきました。

当期開催の取締役会16回のうち16回に出席し、長期的な投資を行う投資会社のパートナーとして、また、投資先における取締役としてグローバルに経営管理、事業
変革、拡大等に携わってきた豊富な経験、国際的な視野および会社から独立した社外の視点を取締役会での重要な意思決定および職務執行の監督ならびにコーポ
レート・ガバナンスの強化に活かし、経営判断の合理性、経営の透明性、健全性の確保を通じて当社グループの企業価値の継続的な向上に貢献いただいております。
また、報酬諮問委員会の委員を務め役員報酬体系の合理性と透明性の確保に努めるとともに、指名諮問委員会の委員として当社グループの経営体制の継承計画につ
いて客観的かつ長期的な視点から検討を行っていただきました。

当期開催の取締役会16回のうち16回に出席し、映像関連製品、精密機械装置等において国際的な事業を営む会社の経営を通じての豊富な経験および会社から独立
した社外の視点を、取締役会での重要な意思決定および職務執行の監督ならびにコーポレート・ガバナンスの強化に活かし、経営判断の合理性、経営の透明性、健全
性の確保を通じて当社グループの企業価値の継続的な向上に貢献いただいております。また、報酬諮問委員会の委員を務め役員報酬体系の合理性と透明性の確保
に努めるとともに、指名諮問委員会の委員として当社グループの経営体制の継承計画について客観的かつ長期的な視点から検討を行っていただきました。

当期開催の取締役会16回のうち16回に、監査役会18回のうち18回に出席し、弁護士としての法律に関する広範な専門知識、豊富な経験および会社から独立した社
外の視点を、当社の監査に活かし、取締役会等において議案審議等につき必要な発言を適宜行い、経営判断の合理性および経営の透明性・健全性の確保に貢献いた
だいております。

当期開催の取締役会16回のうち16回に、監査役会18回のうち18回に出席し、公認会計士としての財務・会計に関する広範な専門知識、豊富な経験および会社から
独立した社外の視点を、当社の監査に活かし、取締役会等において議案審議等につき必要な発言を適宜行い、経営判断の合理性および経営の透明性・健全性の確保
に貢献いただいております。

関 忠行

デイビッド 
ロバート ヘイル

岩﨑 真人

牛田 一雄

甲斐 順子

徳弘 高明

地位
カッコ内は在任期間

取締役
（7年）

取締役
（3年）

取締役
（2年）

取締役
（2年）

監査役
（3年）

監査役
（2年）

※2024年6月27日開催の第79回定時株主総会以降、独立社外取締役および独立社外監査役は選任しておりません。　※2024年6月27日開催の第79回定時株主総会以降、監査役会は設置しておりません。
※2024年6月27日開催 第79回定時株主総会終結直前の状況
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2024年6月27日開催の第79回定時株主総会以降、ガバナンス体制が2023年度から一部変更となっております。ここでは2023年度の状況の概要をご説明いたします。




